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中外炉工業は熱技術創造センターを新設した

中外炉工業の塗工機。半導体や全固体電池など幅広い用
途で使える

中外炉工業、全固体電池の製造装置拡充　26年までに販売

　熱処理設備の開発や販売を手掛ける中外炉工業は、全固体電池向け
の製造装置のラインアップを拡充する。電極材料や固体電解質の製造
装置を新たに開発し、2026年をメドに部材メーカーへの本格販売を目
指す。様々な工法が試行されている全固体電池は関連装置も開発途上
であり、顧客開拓の余地が大きいと判断した。

　全固体電池は正極と負極間の電気のやりとりを担う「電解質」を固
体にした電池。液体の電解質を使うリチウムイオン電池に比べ、電気
自動車（EV）に搭載した場合の航続距離や安全性、出力などが大幅に
向上するとされている。トヨタ自動車などの車メーカーや電池メーカ
ーが開発を進めている。

　中外炉工業は半導体向けに21年から取り扱いを始めた塗工機を、22
年から全固体電池などの電極に材料を塗る装置として改めて販売して
いる。固体電解質の製造設備も開発を進めており、このほど新たに電
極に使う粉状の金属酸化物を製造する設備の開発にも着手した。

　電極向けの金属酸化物の製造装置については、有機ガスを使うなど
特殊な方法に対応させる。リチウムイオン電池では多用されていない
硫黄やシリコンなどの材料が注目されているためだ。硫黄を扱う場
合、空気中の水素と反応すると有毒な硫化水素が発生する。空気に触
れさせないようグローブボックスを採用するほか、硫黄に腐食されな
い炉材を活用する。

　同社の主力は熱処理炉で、自動車のギアやシャフト、鉄鋼製品など
を作るための設備を販売している。自動車がガソリン車からEVに移行
する中、熱処理を通じてリチウムイオン電池の電極の原料となる金属
粉をつくる製造設備に参入した。

　ただ電池材料の分野は中国メーカーが台頭し、世界に占める日本の
シェアは低下。正極材や負極材はかつて両部材とも半分以上を占めて
いたが、富士経済（東京・中央）によると25年には正極材が12％、負
極材が8％にまで低下する見込みだ。中国の素材メーカーは熱処理設備
などの機器もすべて現地企業でまかなう傾向にあり、リチウムイオン
電池向けの製造設備ではさらなる受注拡大が難しい。

　一方、開発途上にある全固体電池は各社が製法を模索中だ。電極材
料を合成する工程などでは熱処理の技術が求められ、参入の余地が大
きいとみて製品開発を強化する。23年11月に新設した研究所「熱技術
創造センター」（堺市）には、素材メーカーなどに使ってもらうた
め、固体電解質用の炉や電極材料の製造設備などの試験機を配備した。

　全固体電池を巡っては、経済産業省が22年8月に公表した蓄電池産業戦略の中で30年までの実用化を掲げた。足元では日
本勢が研究開発をけん引する分野でもある。中外炉工業は先手を打って装置事業を拡充し、競争が激しい市場で需要を捉え
たい考えだ。
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